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 本計画は、近畿地方整備局管内（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山県）における道路啓開計画について、近畿地方整備局
が、近畿版道路啓開計画の素案として取りまとめたものである。

※道路啓開計画：道路啓開活動の考え方や各関係機関の役割や連携方法等をとりまとめたもの。

 各府県域における具体的な道路啓開活動については、各府県域の協議会・
ワーキンググループが定める各道路啓開計画による。

 本計画は、近畿地方整備局管内（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫
県、奈良県、和歌山県）における道路啓開計画について、近畿地方整備局
が、近畿版道路啓開計画の素案として取りまとめたものである。

※道路啓開計画：道路啓開活動の考え方や各関係機関の役割や連携方法等をとりまとめたもの。

 各府県域における具体的な道路啓開活動については、各府県域の協議会・
ワーキンググループが定める各道路啓開計画による。
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用語の定義
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定義用語

災害による道路損傷、倒壊物等の瓦礫、放置車両などの交通障害物により通行不能となった道路を、緊急
車両等の通行のため１車線だけでも通れるよう、早急に必要最低限の瓦礫処理や段差修正を行い救助・救
援ルートを確保することをいう。

道路啓開

災害時に、近畿地方整備局、府県、市町村等にそれぞれ臨時に設置されるものであり、災害対応に係る指
揮や支援を行うとともに、関係者間の連携を円滑に行うための情報共有や応援要請等を行う組織である。

災害対策本部

災害時に、近畿地方整備局、府県、市町村等を支援するための協定を締結している建設業者等の民間事業
者を指す。

災害協定業者

人命救助および、緊急物資輸送のために災害時にアクセスすべき拠点である。人命救助、 広域支援におい
て重要な防災拠点や道路啓開の指揮所となる拠点事務所、発災直後から必要な施設、 府県・市町村の防
災計画等との整合から、アクセスすべき施設等を選定している。

主要拠点

救助・救援、応急復旧活動の基幹となる広域交通を可能とするルート。基幹ルート

基幹ルート等と防災上の主要な拠点を結ぶルート。主要拠点への進出ルート

 「基幹ルート」と「主要拠点への進出ルート」を総称して「啓開ルート」という。啓開ルート

災害の発生を前提に、防災関係機関が連携して災害時に発生する状況を予め想定し共有した上で、「いつ、
誰が、何をするか」に着目して、防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画。

タイムライン

道路啓開作業に必要となる資材（土のう袋など）を事前に備蓄しておく場所。資材置場

大津波警報…予想される津波の高さが高いところで３ｍを超える場合に気象庁より発表。
津波警報 …予想される津波の高さが高いところで１ｍを超え、３ｍ以下の場合に気象庁より発表。

※気象庁より発表される津波警報等の状況により、道路啓開作業の中断や再開を判断する。
津波警報等



１．総則
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 こうした状況から、大規模な道路災害に対して、関係行政機関及び関係業団体等の連携・協力
により、道路啓開を強力かつ着実に推進することを目的に、道路法第28条の2に基づき各府県域
において道路啓開に係る協議会やワーキンググループを設置し、令和6年度までに近畿地方整
備局管内の全府県において道路啓開計画を策定済。

 今回、近畿地方のすべての府県域で道路啓開計画等の策定に至ったため、近畿地方整備局が、
近畿版道路啓開計画の素案として取りまとめた。

1.1 計画の背景・目的
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 我が国は地震大国といわれ、近年も平成19年新潟県中越沖地震、平成20年岩手・宮城内陸地
震、平成23年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）、平成28年熊本地震、令和6年能登半島
地震等大規模な地震により大きな被害が発生。

 近畿地方では、平成7年の兵庫県南部地震、平成30年の大阪府北部地震により被害が発生。
 これらの被害と教訓を踏まえ、近畿地方においては、国、府県及び各市町村をはじめとする行政

機関及び関係業団体等が連携・協力して大地震を想定した対策を推進しているところ。
 このような大規模災害時の状況下においては、救助・救援活動に必要かつ不可欠な道路の通行

の確保と迅速な情報共有が重要。
 東日本大震災では、道路管理者、自衛隊、警察、県市町村の関係機関、建設会社等それぞれの

連携により、早期に道路啓開を完了し、救助・救援活動に大きく貢献。

背景背景

目的目的
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道路法２８条の２

国

防災基本計画
（内閣府）

｢災害対策基本法の⼀部を改正する法律について｣（施⾏通知）
※近年の改正
・緊急⾞両の通⾏ルート確保のための放置⾞両対策（平成26年法律第114号）
・緊急通⾏⾞両以外の通⾏制限等の措置（令和5年政令第180号）

災害対策基本法に基づく⾞両移動に関する運⽤の⼿引き（国⼟交通
省道路局）
※災害時の対応だけでなく、道路啓開計画の策定や実働訓練を実施する場
合等にも活⽤

 災対法第34条に基づき中央防災会議が作成する防災分野の最上位の計画
 第2編第1章第6節6 緊急輸送活動関係
 第2編第2章第3節2施設・設備等の応急復旧活動
 第2編第2章第5節1交通の確保・緊急輸送活動の基本⽅針 等

・道路啓開等に必要な⼈員等の確保について、⺠間団体等との協定締
結に努める

・あらかじめ道路啓開計画を⽴案（平成23年12⽉改正）
・相互に連携した訓練を実施

道路管理者

・政府本部は、道路啓開等を通じた緊急通⾏⾞両の通⾏の確保などに
ついて、総合調整内閣府

・地⽅公共団体のみでは対応が困難な場合、役割分担等の下、道路啓開
を実施

・被災地⽅公共団体等を⽀援するため、緊急を要するときには、緊急通
⾏⾞両等の通⾏に必要な通⾏路の確保を実施

国⼟交通省

防災業務計画
（指定⾏政機関） 内閣府防災業務計画 国⼟交通省防災業務計画
 その所掌事務について、とるべき措置等を定めた計画（道路啓開に関する対応を記載）

道路管理者

道路啓開計画

災害対策基本法
（内閣府）

道路法
（国⼟交通省）

 道路法２８条の２
 道路管理者が密接関連道路の
管理を効果的に⾏うために必
要な協議を⾏うための協議会
が設置可能

道路啓開に関する協議会・
WGを設置

：内閣府が策定している計画および
実施する事項

：国⼟交通省が策定している計画
および実施する事項

：道路管理者が策定している計画
および実施する事項

道路啓開に係る法律や計画の体系

1.1 計画の背景・目的



1.2 計画の位置づけ
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 本計画は、近畿地方整備局管内（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）
における道路啓開計画について、近畿地方整備局が、近畿版道路啓開計画の素案として取りまと
めたものである。

 各府県域における具体的な道路啓開活動については、各府県域の協議会・ワーキンググループ
が定める各道路啓開計画による。

 各府県域における協議会・ワーキンググループと計画は下表のとおり。

各府県域における協議会・ワーキンググループ及び計画一覧

計画等協議会・ワーキング府県域

・福井県域道路啓開計画福井県域道路啓開計画策定ワーキンググループ福井県

・滋賀県域道路啓開計画（案）滋賀県域道路啓開計画策定ワーキンググループ滋賀県

・京都府域道路啓開計画（案）
京都府緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会
京都府域道路啓開計画策定ワーキンググループ

京都府

・大阪府域道路啓開計画大阪府域道路啓開協議会大阪府

・兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）
兵庫県緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会
南海トラフ巨大地震等災害発生時の緊急輸送道路等確保ワーキング

兵庫県

・奈良県域道路啓開計画（案）奈良県域道路啓開計画策定ワーキンググループ奈良県

・和歌山県道路啓開計画
・道路啓開に係る行動指針

和歌山県道路啓開協議会和歌山県



1.3 道路啓開の定義
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 本計画における道路啓開とは、災害による道路損傷、倒壊物等の瓦礫、放置車両などの交通障害
物により通行不能となった道路を、緊急車両等の通行のため１車線だけでも通れるよう、早急に必
要最低限の瓦礫処理や段差修正を行い救助・救援ルートを確保することをいう。

 これにより、救助、救援、物資輸送等の骨格となる路線の緊急輸送機能が回復し、緊急車両の通
行が可能となるため、大規模災害では、応急復旧の前に救援ルートを確保する道路啓開が必要と
なる。

道路啓開の位置づけ～発災から復興までのフロー

人命救助
道路啓開

応急復旧 本復旧発災 復興

想定される災害と啓開作業

❚放置車両❚瓦礫（津波堆積物・災害廃棄物）❚橋梁段差 ❚土砂

出典：震災伝承館（東北地方整備局HP）出典：NEXCO東日本資料 出典：近畿地方整備局資料 出典：能登半島地震 新潟県中越沖地震北陸地方
整備局の取り組みと地域支援（北陸地方整備局）

出典：近畿地整HPより



【地震編】
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２．想定地震とその規模
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2.1 想定する地震 （近畿地方各府県における想定地震）
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 近畿においては、近い将来の発生の切迫性が指摘されている南海トラフ地震をはじめ、活断層が
多く確認されていることから、大規模な地震が発生する可能性が高い地域となっている。このため、
各府県域においては、発生すれば甚大な被害が想定される地震・津波を対象に、優先的に道路啓
開計画を策定済。

 なお、各道路啓開計画等の想定と異なる災害が発生した場合には、関係機関で連携のうえ臨機応
変に対応する。

 各府県の道路啓開計画において主に対象となる、甚大な被害が想定される地震は下表のとおり。

 次ページ以降に各府県で想定する地震の概要を、各道路啓開計画より抜粋し掲載

各府県域で甚大な被害が想定される地震

想定規模
地震の規模

(モーメントマグニチュード)
想定する地震地域

福井市、坂井市、敦賀市等で震度7
②想定Ｍ＝7.6
②想定Ｍ＝7.2

①福井平野東縁断層帯
②浦底-柳ヶ瀬山断層帯

福井県

大津市、草津市等で震度7想定Ｍ＝7.8琵琶湖西岸断層帯滋賀県

京都市北区・上京区・左京区・中京区・東山区・山科区・下京
区の一部で震度7

想定Ｍ＝7.5花折断層帯京都府

阪南市、岬町で震度6強
岸和田市等で津波高さ5m

想定Ｍ＝9.0
（大阪府公表）

南海トラフ地震大阪府

洲本市、南あわじ市で震度7
淡路島で津波高さ8m

想定Ｍ＝9.1南海トラフ地震兵庫県

奈良市、大和郡山市等で震度7想定Ｍ＝7.5奈良盆地東縁断層帯奈良県

和歌山市、有田市、串本町等で震度7
すさみ町で津波高さ19m

想定Ｍ＝9.1南海トラフ地震和歌山県
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凡例 (地表震度)

震度4以下

震度5弱

震度5強

震度6弱

震度6強

震度7

浦底-柳ヶ瀬山
断層帯

福井平野東縁
断層帯

地震名

M7.2M7.6地震の規模

福井平野東縁断層帯地震と浦底-柳ヶ瀬山断層帯地震の重ね合わせの想定震度分布

2.2 福井県域で想定する地震の概要

 被害想定は、「平成２２・２３年度地震被害予測調査結果」（福井県）を採用。
 福井県全域を対象として検討。



凡例 (地表震度)

震度4以下

震度5弱

震度5強

震度6弱

震度6強

震度7

13

※1 出典：福井県防災会議「福井県地域防災計画（震災対策
編・福井県震災対策計画）」（令和6年6月改定）

福井平野東縁断層帯地震と浦底-柳ヶ瀬山断層帯地震の被災想定※1

2.2 福井県域で想定する地震の概要

福井平野東縁断層帯地震での想定震度分布(上）・浦底-柳ヶ瀬山断層帯地震での想定震度分布（下）

 福井平野東縁断層帯の最大震度は７で、福井市、あわら市、坂井市、永平寺町に分布。
 浦底－柳ヶ瀬山断層帯の最大震度は７で、敦賀市に集中。



 琵琶湖西岸断層帯の最大震度は７。
 震度7は大津市、草津市、守山市、栗東市、野洲市、近江八幡市、高島市と広域に分布。

14琵琶湖西岸断層帯地震の想定震度分布（case2）

琵琶湖西岸断層帯地震の被災想定※1

※1 出典：滋賀県「滋賀県地震被害想定」（平成26年3月）

琵琶湖西岸断層帯断層名

南部から断層破壊（case2）ケース

冬深夜冬夕方夏正午発生時刻

震度7最大予測震度

2,1821,9921,384死者（人）

人的被害 21,03917,19913,515負傷者（人）

1,7421,4391,117うち重傷者
（人）

38,504全壊棟数（棟）

建物被害 83,856半壊棟数（棟）

323,81876全焼棟数
（風速8m./s）（棟）

凡例（地表震度）
：震度4以下
：震度5弱
：震度5強
：震度6弱
：震度6強
：震度7

2.3 滋賀県域で想定する地震の概要
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※1 出典：京都府防災会議「京都府地域防災計画（震災対策計画編）」（令和4年6月修正）

出典）地震・津波被害総括表（R6）（京都府HP）

出典）京都府域に位置する断層帯（京都府HP）

地震被害総括表

2.4 京都府域で想定する地震の概要

 京都府では、府内に影響を及ぼすことが予想される地震のうち、最も被害が大きくなる地震として、
「花折断層帯」を想定している※1ことから、本計画は「花折断層帯」地震を対象に策定する。

 なお、発生確率の高い南海トラフ地震及び京都府域を震源とする直下型地震（花折断層帯以外）・
海溝型地震においても、本計画を準用する。ただし、被害想定については、津波等の影響を考慮し
個別に検討するものとする。

※1 出典：京都府防災会議「京都府地域防災計画（震災対策計画編）」（令和4年6月修正）

京都府域に位置する断層帯
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エリア震度

京都市北区・上京区・左京
区・中京区・東山区・山科
区・下京区の一部に分布

震度 7 

京都市の市街地から宇治
市、城陽市、向日市、長岡
京市、八幡市、京田辺市、
大山崎町、久御山町の一
部にかけて分布

震度 6 強

「花折断層帯」地震の地震動予測と液状化危険度

「花折断層帯」地震の地震動予測において震度7、6強のエリア

出典：花折断層帯地震被害想定（令和6年 京都府）

出典：花折断層帯地震被害想定（令和6年 京都府）

2.4 京都府域で想定する地震の概要

 「花折断層帯」地震の地震動予測と液状化危険度は、令和6年の京都府地震被害想定を活用する。
なお、京都市域は令和5年の京都市第4次地震被害想定の成果を活用する。



2.5 大阪府域で想定する地震の概要
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 南海トラフ地震が発生すると、大阪府内で震度5～6強の強い揺れが発生し※３、地震発生から約60
分で4ｍの津波が岬町、約110分で大阪市に到達する※４と想定されている。

想定地震

② 南海トラフ巨大地震①３連動地震
中央防災会議

（H15）
想定地震モデル

大阪府（H25）内閣府（H24）

Mw9.0Mw9.1Mw8.7
地震の規模

(ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ)

南海トラフ
(静岡県～宮崎県)

南海トラフ
(静岡県～宮崎県)

南海トラフ
(静岡県～高知県)

震源断層の位置

被害想定項目
13.4万人（津波の早期避難率が低い場合）

人的被害（死者）
0.9万人（津波の避難が迅速な場合）
17.9万棟建物被害（全壊）
234万軒停電

ライフライン
115万戸ガス供給停止
142万加入者電話不通
832万人水道断水
23.2兆円資産等の被害額

経済被害
5.6兆円生産・サービス低下

大阪府内の被害想定

南海トラフ地震の津波高さ、津波到達時間、津波浸水想定地震の規模がMw9.0の南海トラフ地震の震度分布
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2.6 兵庫県域で想定する地震の概要

 関東地方に次ぐ生活・経済圏を抱える近畿地方では、南海トラフ巨大地震の発生により甚大な被害
が危惧されている。

 被害想定は、「兵庫県 南海トラフ巨大地震津波被害想定」（平成２６年６月 兵庫県公表）を採用。
 当面は、顕著な津波被害が危惧される「阪神淡路地域」を対象エリアとして検討。

兵庫県 （H26）内閣府 （H24）

南海トラフ巨大地震
（陸側）

南海トラフ巨大地震
（陸側）

地震名

M9.0M9.0地震の規模

約6,100ha約1,900ha浸水面積

・兵庫県全域で最大約6,100haの津波浸水
・そのうち、阪神淡路地域※で約4,900ha
（全体の約80%）

出典）兵庫県 南海トラフ巨大地震津波被害想定（平成26年6月 兵庫県公表）
※南海トラフ巨大地震の想定震源断層域は、現時点の最新の科学的知見に
基づき、発生しうる最大クラスの地震・津波を推計するために、設定されたもの。

対象エリア

浸水深
5.0m 以上
4.0m ～ 5.0m 未満
3.0m ～ 4.0m 未満
2.0m ～ 3.0m 未満
1.0m ～ 2.0m 未満
0.3m ～ 1.0m 未満
0.3m 未満

※四捨五入により浸水面積、全体比率の合計が一致しない

全体比率（％）浸水面積（ha）市町名地域名

261,586神戸市

阪神

16981尼崎市
15911西宮市
179芦屋市

583,557合計

4215洲本市

淡路
16964南あわじ市

3167淡路市

221,346合計

024明石市

播磨

017加古川市
186高砂市
03播磨町
4276姫路市
184相生市
4259たつの市
8489赤穂市

201,238合計

1006,141全体



出典）兵庫県 南海トラフ巨大地震津波被害想定（平成26年6月 兵庫県公表）
※南海トラフ巨大地震の想定震源断層域は、現時点の最新の科学的知見に基づき、発生しうる最大ク
ラスの地震・津波を推計するために、設定されたもの。
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2.6 兵庫県域で想定する地震の概要

 兵庫県内で震度５～７の強い揺れの発生が想定される。
 阪神地域で約３～４ｍ、淡路島で約３～８ｍの津波の発生が想定される。
 本計画の想定と異なる被害が発生した場合には、関係機関で連携のうえ臨機応変に対応。

兵庫県の南海トラフ巨大地震津波浸水想定結果



20奈良盆地東縁断層帯の想定震度分布および被災想定等※1

※1 出典：奈良県「第２次奈良県地震被害想定調査報告書発行」（平成17年3月）

2.7 奈良県域で想定する地震の概要

 奈良盆地東縁断層帯の最大震度は７で、奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜
井市、宇陀市、斑鳩町、安堵町、川西町、明日香村、広陵町、河合町に分布。
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2.8 和歌山県域で想定する地震の概要

 和歌山県の沿岸部では、多くの市町村で震度６強～震度７を記録。
 県南部の地域では、地震発生後約３分で津波が到達。

南海トラフ地震の概要

出典：「和歌山県地域防災計画（平成27年度修正）」 和歌山県防災会議
【平成２６年１０月公表地震被害想定】
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2.8 和歌山県域で想定する地震の概要

 巨大地震による津波により、国道26号及び国道42号では約100kmの区間が浸水。
 津波により橋梁の重大な損傷；53橋、海岸擁壁の重大な損傷；約20km、ガレキ堆積；約30kmの被害

が想定。

和歌山・紀南河川国道事務所調べ 平成26年5月現在

抽出条件被災内容

浸水深が5m以上の箇所
橋梁の

重大な損傷

2m以上の浸水深で且つ沿道の海側に30m又は3戸以上の集落が形成ガレキの堆積

浸水深が5m以上の箇所
海岸擁壁の
重大な損傷

ガレキの
堆積

海岸擁壁の
重大な損傷

橋梁の
重大な損傷

浸水延長

約30km約20km53橋約100km和歌山県

※和歌山県の被害想定と東日本大震災の被災状況より算出

２．４ 南海トラフ地震（巨大地震）による直轄国道の被害想定



３．啓開ルートの計画
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3.1 主要拠点の設定
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 災害発生時の応急対応や復旧・復興の円滑な実施を支えるための「主要拠点」に向けたアクセス
ルートを啓開することが必要である。

 主要拠点は、南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（内閣府）、緊急輸送道
路ネットワーク計画等で定められた防災拠点等を設定。

 以降に各啓開計画で設定する主要拠点の分類について、各啓開計画より抜粋し掲載

①南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（内閣府）
②緊急輸送道路ネットワーク計画

主要拠点の分類（福井県域）

設定方法代表的な選定施設主な機能種別

②

国交省福井河川国道事務所、
県庁、県土木事務所、
市役所・町役場、
県警察本部、警察署 等

災害情報の収集・集約および提供、道路啓開
災害情報
・道路管理拠点

①②
福井空港、ヘリポート、港湾、
ＩＣ、道の駅 等

緊急時の物的・人的輸送の玄関口、備蓄・集積拠点緊急輸送拠点

②
電気・電話・ガス・水道、
石油備蓄基地、原子力発電所 等

日常生活を維持するために必要不可欠なライフラインおよび生活必需品の確保
ライフライン
・生活物資拠点

②消防機関、災害拠点病院、救急病院 等消火・救助等の救難活動および負傷者の治療消火・救難医療拠点



3.1 主要拠点の設定
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①南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（内閣府）
②緊急輸送道路ネットワーク計画

主要拠点の分類（滋賀県域）

設定方法代表的な選定施設主な機能種別

①②
国、県等で定めている以下の施設
広域進出拠点、広域物流拠点 等

災害時に広域応援のベースキャンプや救援・物資輸送にあたって利活用が
可能な施設

広域防災拠点

②備蓄基地、物流拠点 等
災害時に県内の備蓄物資および県外から供給される物資を受け入れ、地域内の拠点や
避難所等への輸送機能を有している拠点

物資拠点

②
国土交通省
県庁、県土木事務所
市役所・町役場

災害時に道路啓開実施の司令塔としての機能を有している施設災害対策拠点

②災害拠点病院 等
災害時に傷病者の受入れや医療救護チームの派遣を行う拠点、
あるいはそれらの機能を補完する拠点

救命活動拠点

②
消防本部・署
警察本部・署
自衛隊駐屯地

災害時に道路啓開実施の実行機能を保有している拠点、あるいは救命救助活動の司令
塔としての機能を有している拠点

救助活動拠点

②
空港、港湾、漁港
ヘリポート
鉄道駅前広場

災害時に人員、物資、燃料及び資機材等の輸送機能を有している拠点輸送活動拠点

②
高速道路会社・公社
ライフライン関連施設
放送局 等

災害時に特に早期の復旧が必要となるライフラインの拠点ライフライン拠点

②広域避難地その他の応急復旧に必要となる施設その他拠点

設定方法代表的な選定施設主な機能種別
①②広域防災拠点、集結拠点災害時に広域応援のベースキャンプや救援・物資輸送にあたって利活用が可能な施設広域防災拠点
①②物流拠点、備蓄倉庫、道の駅 等災害時に道路啓開実施の司令塔としての機能を有している施設物資拠点

①②
国土交通省、府庁、府広域振興局、
市区町村役場 等

災害時に傷病者の受入れや医療救護チームの派遣を行う拠点、あるいはそれらの機能
を補完する拠点

災害対策拠点

①災害医療拠点（病院） 等
災害時に道路啓開実施の実行機能を保有している拠点、あるいは救命救助活動の司令
塔としての機能を有している拠点

救命活動拠点

①②消防、警察、自衛隊 等
災害時に傷病者の受入れや医療救護チームの派遣を行う拠点、あるいはそれらの機能
を補完する拠点

救助活動拠点

①②
港湾、漁港、ヘリポート、
航空燃料補給場所、
鉄道駅前広場 等

災害時に人員、物資、燃料及び資機材等の輸送機能を有している拠点輸送活動拠点

②
高速道路会社・公社、
ライフライン関連施設、放送局 等

災害時に特に早期の復旧が必要となるライフラインの拠点ライフライン拠点

②広域避難地その他の応急復旧に必要となる施設その他拠点
①南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（内閣府）
②京都府・京都市地域防災計画

主要拠点の分類（京都府域）



設定方法代表的な選定施設主な機能種別

①堺泉北港堺２区
国が運用し広域的な緊急物資や、復旧資機材の輸送に当たり中心的役割を果たす拠点施
設

基幹的広域防災拠点

②
大阪北部、
大阪中部（八尾空港周辺）、
大阪南部（りんくうタウン）

大規模災害時における迅速かつ的確な応急対策の実施のために、広域防災拠点が次の機
能を発揮するよう施設の適切な管理・運営に努める

(1) 府の備蓄拠点、物資集積・輸送拠点
(2) 航空機を活用した物資輸送拠点（災害時用臨時ヘリポートとして利用）
(3) 消防、警察、自衛隊各機関の活動拠点

広域防災拠点

②公園、緑地自衛隊、消防、警察等、広域的支援部隊の活動拠点後方支援活動拠点

②
基幹災害拠点病院、
地域災害拠点病院

重症患者の救命医療を行うための高度な診療、医薬品等の備蓄、医療救護班の派遣・受
入れ、広域患者搬送への対応機能をもつ拠点施設

災害拠点病院

②医療センター、がんセンター
循環器疾患、消化器疾患、アレルギー疾患、小児医療及び精神疾患等、特定の疾病は専
門医療の対策拠点

特定診療災害
医療センター

①
出光岸和田油槽所、JXTG堺製油所、
コスモ堺製油所

災害応急対策活動に必要な燃料や、重要施設の業務継続のための燃料を確実に確保する
ための拠点施設

製油所・油槽所

3.1 主要拠点の設定

26

①南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（内閣府）
②大阪府地域防災計画

主要拠点の分類（大阪府域）

設定方法代表的な選定施設主な機能種別

①
広域進出拠点（SA・PA等）、
広域物資輸送拠点、空港・港湾施設

「南海トラフ地震における具体的な応急活動に関する計画」で定められた、救援・物資
輸送にあたって利活用が可能な拠点施設

防災拠点

②県広域防災拠点

災害発生時に救援・救護、復旧活動等の拠点として、以下の機能を有する施設
(1) 被災者用物資等の備蓄機能
(2) 救援物資の集積・配送機能
(3) 応急活動要員の集結・宿泊・出動機能

広域防災拠点

②県災害拠点病院
重症患者の救命医療を行うための高度な診療、医薬品等の備蓄、医療救護班の派遣・受
入れ、広域患者搬送への対応機能を持つ施設

災害拠点病院

③公園、学校（グラウンド）
他地域や広域防災拠点から派遣される要員や救援物資などの受け皿であり、消防、救
援・救助、復旧等の活動拠点、物資などの備蓄・補完拠点、情報通信拠点としての機能
を持つ施設

地域防災拠点

③災害対応病院
県が指定する災害拠点病院に準じ、災害時等に被災患者の受入及び治療のほかに、市が
設置する救護所への医薬品や衛生資材等の提供、救護班の派遣等の役割を担う施設

災害対応病院

④
国道事務所、県庁、県土木事務所、
市役所、高速道路管理事務所、
港管理事務所

災害時に道路啓開実施の司令塔としての機能を有している拠点災害対策拠点

④
消防本部、警察本部、
自衛隊（基地）、警察署・消防署

災害時に道路啓開実施の実行機能を保有している拠点、あるいは救命救助活動の司令塔
としての機能を有している拠点

救助活動拠点

⑤ヘリポート（公設）特に孤立が懸念される淡路島の救命・救助活動の拠点施設ヘリポート

①南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（内閣府）
②兵庫県指定拠点（兵庫県地域防災計画）
③市指定（整備）拠点（各市地域防災計画）
④兵庫県緊急輸送道路ネットワーク計画
⑤「兵庫県ヘリコプター臨時離着陸場適地一覧」に記載の淡路島の施設（公設）

主要拠点の分類（兵庫県域）



3.1 主要拠点の設定
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設定方法代表的な選定施設主な機能種別

①

県庁、総合庁舎、市町村役場、
道路管理者（土木事務所）、
交通管理者（県警）、陸運支局、
道路管理者（国土交通省）、
郵便局、気象台、放送局

災害時に応急復旧や道路啓開実施の司令塔としての機能を有している施設災害管理対策拠点

①
ヘリポート、卸売市場、
トラックターミナル、
インターチェンジ、サービスエリア、
道の駅、鉄道駅前広場

緊急時における人的、物資輸送の玄関口、備蓄、集積輸送拠点

①上下水道、ガス、電気、電話日常生活に必要不可欠なライフラインの維持ライフライン拠点

①
消防署、日本赤十字社、
災害拠点病院等、広域避難地、
自衛隊基地

災害後の消火、救助等の救難活動
負傷者の治療介護

救助活動拠点

①広域防災拠点
緊急物資の備蓄、復旧用資機材の備蓄
地域内外からの物資の集積、配送拠点
救援、復旧活動に当たる機関の駐屯拠点

広域防災拠点

①緊急輸送道路ネットワーク計画

主要拠点の分類（奈良県域）

設定方法代表的な選定施設主な機能種別

①広域防災拠点、SA・PA、道の駅
災害時に広域応援のベースキャンプや被災地方面に移動する際の一次的な目標として
活用可能な機能を有している拠点

広域防災拠点

①②備蓄基地、物資集積拠点
災害時に県内の備蓄物資および県外から供給される物資を受け入れ、地域内の拠点や
避難所等への輸送機能を有している拠点

物資拠点

①③
国土交通省、和歌山県庁、
県総合庁舎等、市役所

災害時に道路啓開における司令塔としての機能を有している拠点災害対策拠点

①③災害医療拠点、その他医療施設
災害時に傷病者の受入れや医療救護チームの派遣を行う拠点、あるいはそれらの機能
を有している拠点

救命活動拠点

①③消防、警察、自衛隊
災害時に道路啓開の実行機能を保有している拠点、あるいは救命救助活動の司令塔と
しての機能を有している拠点

救助活動拠点

①
空港、港湾、漁港、ヘリポート、
鉄道駅前広場

災害時に人員、物資、燃料及び資機材等の輸送機能を有している拠点輸送活動拠点

①③災害用機資材置場道路災害用資材置き場道路防災拠点

①③
高速道路会社・公社、
ライフライン関連施設、
鉄道関連施設、放送局、浄水場

災害時に特に早期の復旧が必要となるライフラインの拠点ライフライン拠点

②③④地域拠点、津波排水関連場所部会等で意見があった「地域の生活支援」に必要な拠点その他拠点
①緊急輸送道路ネットワーク図
②和歌山県広域受援計画
③部会意見
④津波排水運用計画

主要拠点の分類（和歌山県域）



3.2 啓開ルートの設定
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➢ 津波被害想定をもとに、緊急輸送道路ネットワーク等を考慮し、優先的に啓開すべき道路を『啓開
ルート』として選定。

➢ 主要拠点の啓開作業を実施するため、拠点種別に応じた優先度ルートを設定。

【優先度の観点】
□優先度（高）：人命救助やオペレーションの中枢となる拠点

□優先度（中）：中枢となる拠点をサポートする応急復旧のための拠点

□優先度（低）：優先度高・中以外の緊急輸送ネットワーク計画で定められている地域生活のための
拠点、その他避難者の生活を支援する拠点

※迅速な啓開作業に向け、自衛隊等の関係機関とは、啓開ルート及び主要拠点（優先度含め）の事前共有や啓開作業状況の共有を行う。
※また、早期（72時間以内）に復旧が困難な場合については、海路や空路を活用したアクセスルートの確保を検討する。

出典：和歌山県道路啓開計画 P11



3.3 道路啓開の目標

29東日本大震災「くしの歯作戦」での啓開ルート

 人命救助で生存率が大きく変化する時間は3日間とされ、一般的に『72時間の壁』と言われている。
 東日本大震災では、「くしの歯」として集約した16ルートに対して集中的に点検・調査を実施し、道

路啓開を優先した。
 道路啓開がその後の消火活動や救命・救助活動、緊急物資の輸送等を支えるため、人命救助の

72時間の壁を意識しつつ、広域緊急交通路及び広域防災拠点等へのアクセスルートの啓開を概
ね完了させる。

 なお、東日本大震災では、道路啓開が概ね完了するまで7日間を要したことから、被災状況に応じ
て、72時間以降も道路啓開を継続する場合がある。

 次ページ以降に、各府県の啓開目標を各道路啓開計画より抜粋して掲載

出典：国土交通省 東北地方整備局

出典：大阪府域道路啓開計画P14,35
一部加筆
東北地整HP（図）
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 人命救助を目指した救助・救援ルートを確保するため、発災後７２時間以内に「基幹ルート」、「主要
拠点への進出ルート」の道路啓開の概ね完了を目標。

STEP1のイメージ

京都府方面
より

石川県方面より

岐阜県方面より

滋賀県方面より

日本海

北陸自動車道
R8

北陸自動車道
R8

中部縦貫道

舞鶴若狭自動車道
R27

【STEP1⇒24時間以内に啓開完了（目標）】
・基幹ルートを確保

・主要拠点への進出ルートの啓開を開始

【STEP2⇒72時間以内に啓開完了（目標）】

・主要拠点への進出ルートを確保

STEP2のイメージ

石川県方面より

岐阜県方面より

滋賀県方面より

日本海

北陸自動車道
R8

北陸自動車道
R8

中部縦貫道

舞鶴若狭自動車道
R27

京都府方面
より

3.3 道路啓開の目標

(1) 福井県域
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 発災後概ね７２時間以内に「基幹ルート」、「主要拠点への進出ルート」の道路啓開の完了を目標。

【STEP1⇒24時間以内概ね完了目標】
各方面から大津市等へ向かう「基幹ルート」を確保
（安全性を確認）
甚大な被害が発生していない区域の

「主要拠点への進出ルート」を確保

【STEP2⇒72時間以内概ね完了目標】

甚大な被害が発生している区域の
「主要拠点への進出ルート」を確保
（必要に応じて迂回路を確保）

STEP2のイメージSTEP1のイメージ

基幹ルート：救助・救援、応急復旧活動の基幹となる広域交通を可能とするルート（自動車専用道路等で設定）
主要拠点への進出ルート：基幹ルートと防災上の主要な拠点を結ぶルート（一般国道、県道、市道等で設定）
※上記のルートを総称して「啓開ルート」とする。

3.3 道路啓開の目標

琵琶湖 岐阜県方面より

北陸
自動車道

福井県方面より

R161

三重県方面より

新名神高速道路

名神高速道路

京都府方面より

R303

琵琶湖 岐阜県方面より

北陸
自動車道

福井県方面より

R161

三重県方面より

新名神高速道路

名神高速道路

京都府方面より

R303

：甚大な被害が発生している区域
：主要拠点
：基幹ルート
：主要拠点への進出ルート

(2) 滋賀県域
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 発災後概ね24時間内に「基幹ルート」及び甚大な被害が発生していない区域の「主要拠点への進出
ルート」の道路啓開を完了し、概ね72時間以内に甚大な被害が発生している区域の「主要拠点への
進出ルート」の道路啓開を完了することを目標。

3.3 道路啓開の目標

【STEP1⇒概ね24時間以内完了（目標）】

各方面から京都市街地へ向かう「基幹ルート」を確
保（安全性を確認）

甚大な被害（土砂災害等）が発生していない区域の
「主要拠点への進出ルート」を確保

【STEP2⇒概ね72時間以内完了（目標）】

甚大な被害が発生している区域の「主要拠点への
進出ルート」を確保
（必要に応じてう回路を確保）

STEP2のイメージ

基幹ルート：救助・救援、応急復旧活動の基幹となる広域交通を可能とするルート（自動車専用道路等で設定）
主要拠点への進出ルート：基幹ルートと防災上の主要な拠点を結ぶルート（一般国道、府道、市道等で設定）

STEP1のイメージ

日本海

兵庫県方面より

R178・R312等

近畿自動車道敦賀線
山陰近畿自動車道・

京都縦貫道等

兵庫県方面より

福井県方面より

第二京阪道路・京都
高速道路油小路線

名神高速道路

大阪府方面より

滋賀県方面より

日本海

兵庫県方面より

R178・R312等

近畿自動車道敦賀線
山陰近畿自動車道・

京都縦貫道等

兵庫県方面より

福井県方面より

第二京阪道路・京都
高速道路油小路線

名神高速道路

大阪府方面より

滋賀県方面より

：甚大な被害が発生している区域
：主要拠点
：基幹ルート
：主要拠点への進出ルート

概ね72時間以内に
主要拠点への
進出ルートを確保

(3) 京都府域
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3.3 道路啓開の目標

：浸水想定区域
：広域防災拠点 ：後方支援拠点等
：緊急輸送ルート（自動車専用道路）
：拠点へのルート（重点14路線）
：津波浸水区域内のルート

【府県境の道路啓開】
府県境を跨ぐルートについては、広域的な移動を確保するために道路啓開の目標の整合を図る必要がある。
兵庫県と接続する「中国自動車道」および「国道171号」は上記STEP2に該当するが、兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）の目標と
整合を図り、目標設定を「STEP1（発災後24時間以内）」とする。

 人命救助の72時間の壁を意識しつつ、広域緊急交通路及び広域防災拠点等へのアクセスルート
の啓開を概ね完了させる。

(4) 大阪府域（1/2）



【STEP1⇒発災後24時間以内概ね完了目標】
緊急輸送ルート及び広域防災拠点等へのルート（浸水区域外）を確保

【STEP2⇒発災後48時間以内概ね完了目標】
浸水区間外の後方支援活動拠点、災害拠点病院へのルートを確保

【STEP3⇒72時間以内概ね完了目標】
広域緊急交通路、広域防災拠点、後方支援活動拠点、災害拠点病院へのルートを確保

 広域緊急交通路（自動車専用道路、重点14路線）のうち緊急輸送ルート及び広域防災拠点へのルート（津
波浸水区域外）を確保。

 関係機関、災害協定業者と密接に連携した被災状況把握と情報共有。
 被災状況に応じた道路啓開の優先順位の決定と、災害協定業者との連携による迅速な道路啓開作業の準

備、及び浸水区域外の道路啓開。

 浸水区域外の広域緊急交通路（自動車専用道路、重点14路線）、後方支援活動拠点、災害拠点病院、特定
診療災害医療センター及び製油所・油槽所を結ぶルートを確保。

 救援・救助活動の主要拠点となる後方支援活動拠点、災害拠点病院、特定診療災害医療センター及び製油
所・油槽所へのルートを啓開。

 津波浸水区域は、津波警報解除（東日本大震災では発災から約30時間後に解除）まで浸水区域手前で待機。
 津波警報解除後から浸水区域の道路啓開に順次着手。

 広域緊急交通路（自動車専用道路、重点14路線）、広域防災拠点、後方支援活動拠点、災害拠点病院、特
定診療災害医療センター及び製油所・油槽所へのルートを全て確保。

 浸水区域を含む道路啓開を完了。

34

3.3 道路啓開の目標

(4) 大阪府域（2/2）

【府県境の道路啓開】
府県境を跨ぐルートについては、広域的な移動を確保するために道路啓開の目標の整合を図る必要がある。
兵庫県と接続する「中国自動車道」および「国道171号」は上記STEP2に該当するが、兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）の
目標と整合を図り、目標設定を「STEP1（発災後24時間以内）」とする。
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3.3 道路啓開の目標

 発災後概ね72時間以内に「基幹ルート」、「主要拠点への進出ルート」の道路啓開の完了を目標。
（注）

（注）現在、各道路において緊急輸送道路の早期機能確保に向けた耐震補強を進めている状況のため、道路啓開の目標時間は各路線の耐震補強が完了した状態での目標である。
※目標時間は、計画策定のための基準として設定しているものであり、実際の被害に対して、啓開完了を確約するものではない。

津波警報解除後大津波警報・津波警報発表中
東日本大震災では津波警報解除は発災から約30時間後

：浸水想定区域 ：主要拠点

：基幹ルート

：沿岸部への進出ルート

：主要拠点への進出ルート

：沿岸部ルート

大阪湾

兵庫県

大阪府
大阪湾

大阪府
大阪湾

大阪府

STEP1のイメージ STEP2のイメージ STEP3のイメージ

基幹ルート：救助・救援、応急復旧活動の基幹となる広域交通を可能とするルート（自動車専用道路等で設定）
沿岸部ルート：津波被害が甚大な沿岸域全体の交通機能の軸となるルート（一般国道等で設定）
沿岸部への進出ルート：基幹ルートと沿岸部ルートを結ぶルート（一般国道、県道、市道等で設定）
主要拠点への進出ルート：基幹ルート、沿岸部ルートと防災上の主要な拠点を結ぶルート（一般国道、県道、市道等で設定）
※上記のルートを総称して「啓開ルート」とする。

兵庫県 兵庫県

【STEP1⇒24時間以内完了目標】
浸水想定区域外の「基幹ルート」 「沿岸部ルート」
「沿岸部への進出ルート」「主要拠点への進出
ルート」を確保

【STEP2⇒48時間以内完了目標】
浸水想定区域内の「基幹ルート」「沿岸部への
進出ルート」「主要拠点への進出ルート」を確保
するとともに、「沿岸部ルート」の啓開に着手

【STEP3⇒72時間以内完了目標】
浸水想定区域内の「沿岸部ルート」を確保

R171 R171 R171

(5) 兵庫県域（1/2）



【STEP1⇒24時間以内完了目標】
津波浸水想定区域外の「基幹ルート」「沿岸部ルート」「沿岸部への進出ルート」「主要拠点への進出

ルート」を確保

【STEP2⇒48時間以内完了目標】
浸水想定区域内の「基幹ルート」 「沿岸部への進出ルート」・「主要拠点への進出ルート」を確保すると

ともに、「沿岸部ルート」の啓開に着手

【STEP3⇒72時間以内完了目標】
浸水想定区域内の「沿岸部ルート」を確保

 関係機関、災害協定業者が密接に連携した被災状況把握と情報共有
 被災状況に応じた道路啓開対象路線の設定と、災害協定業者との連携による迅速な道路啓開作業の準備
 津波警報発令中は、津波浸水想定区域内での道路啓開作業が困難なため、津波浸水想定区域外の基幹

ルート、沿岸部ルート、沿岸部への進出ルート、各機関の活動拠点となる広域防災拠点への進出ルートを
安全確認により確保

 原則としては、津波警報解除（東日本大震災では発災から約30時間後に解除）までは、津波浸水想定区域
外の道路啓開を完了し、津波浸水想定区域手前で待機

 津波警報解除後から津波浸水想定区域内にある基幹ルート、沿岸部への進出ルート、災害拠点病院、市
役所等、救援・救助活動や応急復旧活動の拠点への進出ルートを確保するとともに、沿岸部ルートの啓開
に着手

 津波警報解除後に着手した津波浸水区域内の沿岸部ルートを確保
 基幹ルート、沿岸部ルート、沿岸部への進出ルート、拠点への進出ルートの道路啓開を概ね完了

36

3.3 道路啓開の目標

(5) 兵庫県域（2/2）
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 発災後７２時間以内に「基幹ルート」、 「主要拠点への進出ルート」の道路啓開を概ね完了。

【STEP1⇒24時間以内概ね完了目標】

各方面から奈良市街地等へ向かう「基幹ルート」を確保
（安全性を確認）
甚大な被害が発生していない区域の「主要拠点への

進出ルート」を確保

【STEP2⇒72時間以内概ね完了目標】

甚大な被害が発生している区域の「主要拠点への
進出ルート」を確保（必要に応じて迂回路を確保）

STEP2のイメージ

基幹ルート：救助・救援、応急復旧活動の基幹となる広域交通を可能とするルート（自動車専用道路等で設定）
主要拠点への進出ルート：基幹ルートと防災上の主要な拠点を結ぶルート（一般国道、県道、市道等で設定）
※上記のルートを総称して「啓開ルート」とする。

3.3 道路啓開の目標

南阪奈道路

第二阪奈道路

西名阪自動車道

京奈和自動車道

R168

R169

R24

和歌山県方面より

R165

R163

R25（名阪国道）

和歌山県方面より

京都府方面より

大
阪
府
方
面
よ
り

三重県方面より

STEP1のイメージ

和歌山県方面より

京都府方面より

和歌山県方面より

三重県方面より

大
阪
府
方
面
よ
り 南阪奈道路

R25（名阪国道）

西名阪自動車道

京奈和自動車道

R168

R169

R24

R165

第二阪奈道路
R163

：甚大な被害が発生している区域 ：基幹ルート

：主要拠点 ：主要拠点への進出ルート

(6) 奈良県域
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基幹ルート：広域支援ルート（京奈和道等）を利用した応援部隊と連携して道路啓開を行うための基幹となるルート
沿岸部ルート：津波被害が甚大と予測される沿岸部のルート
主要拠点への進出ルート：地域の主要拠点へ進出するためのルート
沿岸部への進出ルート：津波被害が甚大と予測される沿岸部へ進出するためのルート

【STEP1⇒24時間以内概ね完了目標】
基幹ルート、及び沿岸部への進出
ルート等(浸水想定区域外)を確保

【STEP2⇒48時間以内概ね完了目標】
主要拠点(市役所等)への進出ルートを
確保

【STEP3⇒72時間以内概ね完了目標※】
沿岸部への進出ルート、及び沿岸部
ルートを確保

：啓開中

：啓開済

3.3 道路啓開の目標

主要拠点

災害協定
業者

災害協定
業者

災害協定
業者

浸水想定区域

太
平
洋

沿
岸
部
ル
ー
ト
（Ｒ
26
・Ｒ
42
）

42

IC

IC

IC

阪
和
道
・紀
勢
道
等
（基
幹
ル
ー
ト
）

状況把握・道路啓開

状況把握・道路啓開

状況把握・道路啓開 災害協定
業者

浸水想定区域

太
平
洋

沿
岸
部
ル
ー
ト
（Ｒ
26
・Ｒ
42
）

状況把握・道路啓開

状況把握・道路啓開

状況把握・道路啓開

主要拠点

災害協定
業者

災害協定
業者

災害協定
業者

阪
和
道
・紀
勢
道
等
（基
幹
ル
ー
ト
）

IC

IC

IC

42

浸水想定区域

太
平
洋

沿
岸
部
ル
ー
ト
（Ｒ
26
・Ｒ
42)

42

状況把握・道路啓開

状況把握・道路啓開

状況把握・道路啓開

主要拠点

災害協定
業者

災害協定
業者

災害協定
業者

IC

IC

IC

阪
和
道
・紀
勢
道
等
（基
幹
ル
ー
ト
）

 人命救助に資する救助・救援ルートを確保するため『道路啓開』の段階目標（STEP1～3）を設定

大津波警報・津波警報発令中 津波警報解除後
東日本大震災では津波警報解除は発災から約30時間後 ※紀勢道の未整備区間では72時間以内の道路啓開完了が困難

(7) 和歌山県域（1/2）



【STEP1⇒24時間以内概ね完了目標】
基幹ルート、及び沿岸部への進出ルート(浸水想定区域外)を確保

【STEP2⇒48時間以内概ね完了目標】
主要拠点(市役所等)への進出ルートを確保

【STEP3⇒72時間以内概ね完了目標】
沿岸部への進出ルート、及び沿岸部ルートを確保

 広域支援ルート（京奈和道等）を利用した応援部隊と連携した道路啓開を行うため、基幹ルートとなる阪和
道・紀勢道等の確保

 関係機関、災害協定業者が密接に連携した被災状況把握と情報共有
 被災状況に応じた道路啓開の優先順位の決定と、災害協定業者との連携による迅速な道路啓開作業の準

備、及び浸水想定区域外の概ねの道路啓開

 津波警報解除（東日本大震災では発災から約30時間後に解除）までは、浸水想定区域外の概ねの道路啓
開完了と、浸水想定区域手前等での待機

 津波警報解除後から浸水想定区域の道路啓開に順次着手し、救援・救助活動の主要拠点となる市役所等
へのルートを啓開

 被害が甚大と予測される沿岸部への進出ルート（浸水想定区域）及び沿岸部の国道26号、国道42号（浸水
想定区域）における概ねの道路啓開を完了
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3.3 道路啓開の目標

(7) 和歌山県域（2/2）



4．道路啓開の実施

40



4.1 発災時の行動計画

41

4.1.1 南海トラフ地震臨時情報発表時の確認事項

 南海トラフ地震の震源域にて、前兆となる地震が発生した場合、気象庁により「南海トラフ地震臨時
情報」が発表されることが想定される。

 「南海トラフ地震臨時情報」は、南海トラフ地震（本震）の発生が相対的に高まっていると評価された
場合に発表され、南海トラフ沿いの地域に対し、地震や津波に対する備えを呼びかけるものである。

 「南海トラフ地震臨時情報」が発表された場合、その後1～2週間程度、大規模な地震の発生への備
えが必要となる。

 震源を問わず、臨時情報が発表された場合は、以下のチェックリストを参照し、南海トラフ地震（本
震）時の対応時に必要となる情報や連絡先、対応事項等を事前に確認し、万一の対応に備える。

南海トラフ地震臨時情報の概要

出典：内閣府防災情報「南海トラフ地震臨時情報が発表されたら！」（2024年11月11日閲覧）

URL https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/rinji/index3.html

■全機関の確認事項（チェック項目）

□道路啓開計画の発動基準
□道路啓開対応に係るタイムライン
□情報共有システム（ＪＡＣＩＣクラウド）操作方法
□津波浸水想定範囲
□道路啓開活動の実施に向けた体制の構築準備

■道路管理者・啓開業者の確認事項（チェック項目）

□啓開ルート（対象路線、自機関の担当割付区間）
□道路啓開対応に係るタイムライン
□参集拠点
□緊急通行車両の確認申出又は規制除外車両の

事前届け出状況
□啓開作業の実施手順・内容

出典：大阪府域道路啓開計画P40，42
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 各府県域の道路啓開計画等で想定する地震が異なるため、発動基準は各計画等に設定されてい
る。それぞれの発動基準を下表に示す。

 なお、各道路啓開計画等の想定と異なる災害が発生した場合には、関係機関で連携のうえ臨機応
変に対応するものとする。

4.1 発災時の行動計画

4.1.2 発動基準

各府県域における道路啓開計画等の発動基準

発動基準計画等府県域

福井県域において震度６弱以上の地震が観測された場合福井県域道路啓開計画福井県

滋賀県域において震度６弱以上の震度が観測された場合、
または長周期地震動階級４が観測された場合

滋賀県域道路啓開計画（案）滋賀県

京都府域において震度6弱以上が観測された場合
※震度5強の地震においては、道路管理者間の協議に基づき適用

京都府域道路啓開計画（案）京都府

大阪府域において震度６弱以上を観測した場合、
または大津波警報が発表された場合

大阪府域道路啓開計画大阪府

阪神淡路地域において、震度6弱以上の地震発生兵庫県阪神淡路地域道路啓開計画（案）兵庫県

奈良県域において震度５強以上の震度が観測された場合、
または南海トラフ地震が発生した場合

奈良県域道路啓開計画（案）奈良県

和歌山県内で震度6弱以上の地震が観測された場合、
または和歌山県内で南海トラフ地震に伴う大津波警報が発表された場合

和歌山県道路啓開計画
道路啓開に係る行動指針

和歌山県
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■災害協定業者の自動参集

 災害協定業者は、通信利用の可否に関わらず、各計画の運用基準等に基づき、参集拠点に集結。
 道路管理者は、災害協定業者に対して啓開作業を指示。

■調査・啓開の指示の流れ

一元化窓口

各土木事務所等

連絡・調整

参集（活動）拠点

A業者
B業者

C業者

D業者 E業者

土木管内

災害協定業者の代表者

調査・啓開を指示

各府県域における道路啓開計画等の発動基準

参集拠点に参集※2

道路管理者から災害協定業者に啓開を要請（指示）

現場で調査・啓開作業実施

通信利用の可否に関わらず

自動発信※1

・災害協定業者の代表者が参集

・参集拠点で集約した被災状況、
稼働可能な人員・資機材を報告

4.1 発災時の行動計画

4.1.3 災害協定業者の自動発進（自動参集）（1/2）

・災害協定業者（代表者以外も含む）
が参集

・拠点参集までの道路等の被災状況
を収集

※１：拠点参集までの道路等の被災状況を収集する（可能な範囲で自
主的に担当区間の緊急点検を実施）。なお、参集することにより、
かえって啓開作業時間が確保できなくなるおそれがある場合は
この限りでない。

※２：通信途絶時においても、連絡可能な手段を有する国及び県所有
施設を基本的に参集拠点とするが、場合によっては道の駅や建
設業者の資機材置き場等も検討

出典：奈良県域域道路啓開計画
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4.1 発災時の行動計画

4.1.3 災害協定業者の自動発進（自動参集）（2/2）

出典：国土交通省 近畿地方整備局「緊急時に活躍する災害対策用機械」（平成28年度版）

国土交通省の衛星通信設備（例：衛星通信車）
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 発災後、安否確認を行い、ただちに参集し、啓開調査による被害情報等の収集に着手。
 概ね72時間以内で、目標啓開ルートの道路啓開を完了。※72時間を超えて啓開する場合もある

4.1 発災時の行動計画

4.1.4 タイムライン

出典：和歌山県道路啓開計画 道路啓開に係る行動指針



 各府県域の関係機関で構成する一元化窓口（下表）を設置、各機関から職員を派遣し、情報集約・共有を図り啓
開ルート（通行可能ルート）を選定、集約した情報を各機関に伝達するとともに実作業の指示を行う。なお、一元
化窓口の設置基準は各府県域の道路啓開計画等の発動基準と同様とし、基準を満たす場合に自動設置するも
のとする。

 作業に当たって細部の調整は、各機関と災害協定業者で行うものとし、各機関がそれぞれの上部組織（各機関
の災害対策本部）に同じ情報を伝達するよう留意する。

 なお、情報共有方法については、「情報共有システム」などを活用し、WEB会議（オンライン）等で関係者間の情報
共有を行う。

 また、一元化窓口で整理された情報は、本省・本局で実施されている、インフラ・ライフラインの早期復旧に向けた
連絡調整会議と、適宜共有・連携を行う。

4.2 情報収集・指示・連絡手段

4.2.1 情報の一括集約、発信

道路啓開に係る一元化窓口

設置場所名称地域

福井県庁道路啓開一元化窓口福井県

滋賀県庁道路啓開一元化窓口滋賀県

京都府庁道路啓開一元化窓口京都府

大阪府庁大阪府域道路情報連絡室大阪府

兵庫県庁一元化窓口兵庫県

奈良県庁道路啓開一元化窓口奈良県

和歌山県庁啓開作業一元化窓口和歌山県

※大阪府域道路啓開計画より再構成
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 被害状況の収集方法手段について、現状で利用可
能な以下の手段を用いることとする。
○ 情報共有システム（ＪＡＣＩＣクラウド）※

○ 参集途上調査
○ パトロール、協定業者による調査
○ ヘリコプター、ドローン（UAV）、

衛星画像による上空からの調査
○ CCTV（カメラ）の情報
○ バイク隊（バイクや電動マウンテンバイク）に

よる調査
○ 報道、ＳＮＳからの情報

 今後も有用な手段が開発等された場合は、 随時
更新する。

 なお、近畿地方整備局では、情報収集の手段とし
て、Ku-SAT等の衛星通信の活用、ITSスポットや
可搬型路側機等によるETC2.0の活用、AIwebカメラ、
衛星データ、民間カーナビ情報等の活用を今後検
討する。

4.2 情報収集・指示・連絡手段

4.2.2 情報収集
○ドローン（UAV）による調査○バイク隊による調査

○ ETC2.0 によるデータ取得○ Ku-SAT の設置

被害情報の収集手段例
※情報共有システム（ＪＡＣＩＣクラウド）は、発災直後の被害状況や人員・資機材情報等

の様々な情報を集約・一元化して、地図上に可視化することで、 効率的に被害状況等
を把握し、円滑な災害対応を支援するツール

出典：大阪府域道路啓開計画 P48
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4.2 情報収集・指示・連絡手段

4.2.3 緊急点検の報告方法と内容

 災害協定業者は、道路啓開対象路線に対して緊急点検を行い、主に目視による通行の可否確認
後、調査した区間と通行不可能状態の箇所を随時、電話、電子メール、ＪＡＣＩＣクラウド、ＦＡＸ等、
可能な手段を用い、道路管理者に状況を報告する。全区間調査完了後もその旨を報告する。なお、
通信不可の場合は連絡員による口頭による直接報告も考えられる。

 通行不可能状態”について報告する内容は、対象路線、異常箇所の位置、被災状況（啓開による
通行の可否）、迂回路の有無とする。

② 電子メールによる報告文例 ［啓開・通行不能・迂回路ありのケース］

題名：【被災状況】国道○○号（○○市）
本文：調査済区間：××交差点～○○交差点

異常箇所：○○交差点～□□交差点（○○駅の西側）
通行可否：啓開・通行不能
被災状況：○○橋の落橋
その他：△△橋迂回により当該区間の通過可能
報告者：○○建設 ○○□090-○○○○-○○○○

添付：被災状況写真.jpg

① 電話による報告文例［啓開後通行可のケース］

○○建設 ○○です。
国道○○号の○○交差点～○○交差点は調査完了。××交差点

から□□交差点間については、建物の外壁が崩れ現在通行不可能
ですが、啓開が可能です。他道路は建物倒壊により通行不能です。

出典：大阪府域道路啓開計画 P4９
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 災害対策基本法の第七十六条の六第1項に基づく交通規制（緊急交通路の指定）を行った場合に、
早期に緊急交通路を通行して被災地に向かい、災害応急対策に従事するために、事前準備として
各府県内に使用の本拠の位置を有する車両は緊急通行車両の確認申出、規制除外車両の事前
届出を行う。

 ここで「緊急通行車両」とは、災害対策基本法等に規定する災害応急対策に従事する車両で、指定
行政機関等が保有・調達する車両又は指定行政機関等と災害時の協定・契約を締結した企業・団
体等の車両を指す。災害発生前に、緊急通行車両であることの確認を受け、標章と緊急通行（輸
送）車両確認証明書の交付を受けることで、緊急交通路の通行が可能となる。

 啓開業者が行う届出は「規制除外車両」の事前届出となり、規制除外車両とは、民間事業者等によ
る社会経済活動のうち大規模災害発生時等に優先すべきものに使用される車両であって、公安委
員会の意思決定により緊急交通路の通行を認めることになる車両を指す。緊急通行車両とならな
いもののうち、建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送車両が該当する。事前届出を行い、
あらかじめ審査を受けておくことにより、災害発生時における標章と証明書の交付までの所要時間
を短縮することが可能となる。

 なお、資機材倉庫等の関係で他府県にあるものは、その府県への届出を行う。

4.3 道路啓開に係る各種手続き

4.3.1 緊急通行車両又は規制除外車両の届出（1/2）

 既存の計画・マニュアル、既往災害事例を基に道路啓開活動に必要な手続きを以下に整理する。

啓開実施者は、あらかじめ緊急通行車両の確認申出又は規制除外車両の事前届出を行う。

出典：大阪府域道路啓開計画 P54 
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

4.3.1 緊急通行車両又は規制除外車両の届出（2/2）

緊急通行車両標章（左）及び規制除外車両事前届出書（右）の例

出典：緊急通行車両及び緊急輸送車両の標章と証明書の交付手続きに関する通知（大阪府警察HP、令和5年8月）（左）

道路交通法等に基づく各種申請及び届出様式（大阪府警察HP）（右）

※確認申出および事前届出は警察署（交通規制係）又は警察本部（交通規制課）の窓口で行う。
また、事前届出は警察庁ホームページを通じて届出先警察署等へオンラインによる届出が可能である。

出典：大阪府域道路啓開計画 P５４



【施行通知】
１．災害時における車両の移動等について（法第七十六条の六関係）

（３）移動命令の伝達や車両の移動等を道路管理者の名義において行うことについて
（略）
この際、改正法に基づく車両の移動等は、公権力の行使であり、現場での円滑な対応のため、委託業者等行政職員以外の民間事業者に行わせる場合には、道路管理者から

委託を受けていること（権限を有する道路管理者の意思であること）を明示する書面を手交しておくことと。
（略）
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 災害対策基本法の第七十六条の六に基づき、民間事業者が放置車両の撤去を円滑に行うため、
道路管理者から委託を受けていることを明示する書面（身分証明書）を交付する。

 なお、道路管理者が車両等の移動を行う場合には、災対法による権限を行使することとなるため、
道路管理者の身分証明書を携行し対応する。

4.3 道路啓開に係る各種手続き

4.3.2 身分証明書の発行

放置車両の撤去に備え、啓開実施者に対し車両移動の身分証明書の発行を行う。

災対法に基づく車両移動のための身分証明書（例）

出典：災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き
平成29年12月 改訂版 国土交通省道路局

出典：大阪府域道路啓開計画 P5５
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

4.3.3 災害対策基本法に基づく道路啓開及び車両等移動

 平成26年11月21日に災害対策基本法の一部を改正する法律が施行され、迅速な道路啓開に向け
た措置として放置車両対策等の強化を図るための措置が盛り込まれた。

 大規模な災害発生時に、下図の流れに示す手続きを経て道路管理者が放置車両・立ち往生車両
の移動・撤去を行うことが可能。

災害対策基本法に基づく道路啓開、車両等の移動の流れ）

出典：国土交通省道路局
「災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き」

（平成26年11月）に一部加筆）

出典：大阪府域道路啓開計画 P56
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

(1) 道路区間指定、区間指定の命令・指示（1/2）

各道路管理者は災害対策基本法第七十六条の六第１項に基づき管理する道路の「区間
の指定」を行う。

 道路管理者は、災害が発生した場合において、道路における車両の通行が停止又は著しく停滞し、
車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい
支障が生じるおそれがあり、かつ、緊急の必要があると認めるときは、その管理する道路について
その区間を指定して、当該車両その他の物件の占有者、所有者又は管理者（以下「車両等の占有
者等」という。）に対し、当該車両その他の物件を付近の道路外の場所へ移動することその他必要
な措置をとることを命ずることができる。また、これらの指定及び命令については道路管理者のみ
の判断で行うことができるものとしている。

 道路区間の具体的な指定方法については、指定すべき道路の区間の起終点を示すことによって行
うほか、一定の区域内の当該道路管理者が管理する道路の区間を包括的に指定する等の指定も
可能である。指定に当たっては、道路の状況等を勘案し、指定が必要となる（車両の移動等の措置
が必要となる）区間が不足なく含まれるよう留意して行うことが望ましい。

出典：大阪府域道路啓開計画 P57
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

(1) 道路区間指定、区間指定の命令・指示（2/2）

出典：災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き
平成29年12月 改訂版 国土交通省道路局

道路区間指定・区域指定及び解除様式

出典：大阪府域道路啓開計画 P58
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

(2) 公安委員会への指定の通知（1/2）

災害対策基本法第七十六条の六第１項に基づき「区間の指定」を行う場合は公安委員会
へ通知する。

 災害対策基本法施行令第33条の3において、道路管理者が、道路区間の指定をしようとする場合
においては、あらかじめ、当該地域を管轄する都道府県公安委員会に当該指定をしようとする道路
の区間及びその理由を通知しなければならない。

 道路区間の指定に緊急を要するものの、通信手段がないことで指定前に通知することが困難な場
合、あらかじめ、当該都道府県公安委員会に通知するいとまがなかったときは、事後において、速
やかにこれらの事項を通知しなければならない。

 なお、通知の方法については、原則として、書面で行うこととするが、緊急を要する場合においては、
口頭で行うこととしても差し支えない。ただし、口頭で通知を行ったときは、事後において、速やかに
書面を送付する。

出典：大阪府域道路啓開計画 P58



56

4.3 道路啓開に係る各種手続き

出典：出典：災害対策基本法に基づく車両移動に関する運用の手引き
平成29年12月 改訂版 国土交通省道路局

道路区間指定・区域指定様式（例：整備局 ⇒ 公安委員会）

(2) 公安委員会への指定の通知（2/2）

出典：大阪府域道路啓開計画 P59
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

(3) 道路法46条による“通行の禁止又は制限”

各道路管理者は災害が発生している箇所は災害対策基本法第七十六条の六第１項に
基づき管理する道路の「区間の指定」を行うと同時に“道路法46条による「通行の禁止又は
制限」”を行う。

 災害の発生している箇所は道路法46条による通行止めの手続きを行う。
 道路管理者は道路法46条に基づく通行止措置を行う場合は、府公安委員会の意見を聴かなけれ

ばならない。
 ただし、緊急を要するためやむを得ない場合は、事後において、速やかに当該禁止又は制限の内

容及び理由を通知しなければならない。
 この場合、まず口頭で連絡を行い、後に書面で通知を行う。

出典：大阪府域道路啓開計画 P59
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

(4) 道路区域指定の周知（1/2）
各道路管理者は災害対策基本法第七十六条の六第２項に基づき「指定道路区間の周知」

を行う。

 災対法に基づく道路区間指定を行った場合は、当該指定道路区間内の道路利用者に対し、指定
内容を周知することになるが、具体的な周知方法は以下のものを想定している。
○ 道路情報板、ＳＮＳ等による情報提供
○ 日本道路交通情報センター（ラジオ等）を利用した情報提供
○ 当該指定道路区間に立て看板を掲出
○ ホームページ（おおさか防災ネット、日本道路交通情報センター（JARTIC）等）、 記者発表等

 必ずしも上記の方法すべてを実施できなくてもよいが、あらかじめ情報提供の内容や掲示等の周
知方法について準備しておく必要がある。

 また、当該指定道路区間内の道路利用者全てに確実に周知することは必要とされていないが、周
知の行き届かなかった者に対しては、移動命令等を行う際に当該道路が指定されていることを説
明する。

 立て看板は、指定道路区間の起終点に設置するほか、通行車両の多い交差点等、適宜設置する
ものとし、道路啓開作業にあわせて設置する。

出典：大阪府域道路啓開計画 P60
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4.3 道路啓開に係る各種手続き

道路情報板の文例

（2018年福井豪雪時の事例）

記者発表（左）及びSNS（Ｘ（旧Twitter））（右）の例

(4) 道路区域指定の周知（2/2）

立て看板の例

出典：大阪府域道路啓開計画 P61



4.4 道路啓開活動
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道路啓開イメージ

出典）大阪府域道路啓開協議会「大阪府域道路啓開計画（案）
（平成31年3月策定）一部加筆

(1) 道路啓開の作業要領

道路施設にかかる主な被害
①橋梁段差
②瓦礫等
③放置車両等
④土砂（落石や自然斜面の崩壊）

４車線区間では上下各1車線とした
計２車線を確保し、対面2車線区間では
１車線の道路幅員※を確保すべく、道路
啓開を実施。
※普通車がすれ違える幅員を考慮

放置車両の撤去イメージ 瓦礫等の除去イメージ



役割

状況模式図
ライフライン事業者陸上自衛隊消防警察

道路管理者
（災害協定業者）

●人命救助
（災害派遣：警察・消防の
一部行使）

●人命救助
●人命救助
●放置車両の移動・撤去

●パトロール
●放置車両の移動・撤去
●ガレキの除去

主な役割

④被災状況調査

①パトロールによる被災状況確認
②要救助者の発見、関係機関に

通報
③ライフラインの異常を発見、

ライフライン事業者に通報

1.道路パトロール

⑤通報を受け現地に出動2.人命救助

⑥ガレキ内の捜索、救助、蘇生活動（協働作業）

⑦病院に救急搬送

⑧ガレキ内からの搬出（協働作業）
3.心肺停止状態の搬送

⑨搬送

⑩放置車両の移動・撤去
（災害対策基本法第76条の6）

⑩放置車両の移動・撤去
（災害対策基本法第76条の6）

4.放置車両の移動・撤去

⑪ライフライン対応
・倒壊電柱、電線、通信線
・危険物（ガス等）
・水道施設、下水道施設

⑫対象車線のガレキ撤去

5.ガレキの撤去

61

4.4 道路啓開活動

(2) 道路啓開の現地作業の役割分担

 道路管理者、災害協定業者が行う道路啓開と並行し、人命救助等を警察、消防、自衛隊が実施す
る。ライフラインの対応は、道路啓開と連携を図りつつライフライン事業者が実施する。

道路啓開現地作業における役割分担

救助

検視・搬送

移動

出典：滋賀県域道路啓開計画 P85



4.4 道路啓開活動

 道路啓開作業を行う際には、災害廃棄物に埋もれている負傷者や生死不明者に遭遇する可能性
があることを十分に留意して、消防の同行を依頼するとともに、慎重に行うものとする。

 消防の同行がない場合において、生存者を発見した際には、消防への連絡を行い救急搬送の手配
を進める。

 また、生死不明の場合の対応については、消防に判断を委ねる。

 道路啓開作業を行う際には、災害廃棄物に埋もれている負傷者や遺体に遭遇する可能性があるこ
とを十分に留意して、慎重に行うものとする。

 遺体を発見した際には、通報が基本であるため、先ずは最寄りの警察署や交番に連絡し、「発見場
所」「発見日時」「発見者」「遺体の状態」について報告を行い、発見した状態のまま触れずにおくこと。
なお、発見した遺体は毛布等で目隠しなどを施し、警察等の指示を待つ。

(5) 貴重品等発見時の対応

 道路啓開作業中に貴重品等を発見した場合は警察に届ける。
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①啓開作業中に発見した拾得物は場所、時間等を記録しておき、１日分の取得物をまとめて、最寄りの警察署ま
たは交番に提出する。

手 順

※現場で拾得した貴重品は、金額等の多少に関わらず、発見したもの全てを遺失物として扱うことを基本とする。

(4) 遺体発見時の対応

(3) 生存者発見時の対応

出典：大阪府域道路啓開計画 P71、81 
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4.4 道路啓開活動

(6) 危険物（ガスを含む）発見時の対応

 啓開実施者は、瓦礫内に爆発性・引火性の物体がまぎれている可能性があり、爆発や有毒ガス
発生のおそれもあるため、撤去にあたっては慎重に作業を行う。

 道路啓開作業時に異臭（刺激臭、芳香臭等）を感じた場合には直ちに作業を中断、隔離距離をと
り、異臭元となる管理者もしくは各消防（局）本部に連絡を行う。

【異臭の原因である管理者が分かる場合】

①危険物の対応依頼啓
開
実
施
者

各
管
理
者

（ガ
ス
会
社
・
工
場
等
）

各道路管理者

②状況報告

【異臭の原因である管理者が分からない場合】

①危険物の
対応依頼啓

開
実
施
者

各
消
防
（局
）本
部

１１９番

各道路管理者

②状況報告

①異臭の原因である管理者が分かる場合は各管理者へ、分からない場合は各消防（局）本部に連絡をする。

②一元化窓口、道路管理者へ状況報告を行う。

③各管理者および各消防（局）本部が現場に駆けつけるまで、離れて通行規制を行う。

④安全性が確認されて、問題ないことが判明した段階で作業を再開する。

手 順

出典：大阪府域道路啓開計画 P71、72 
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4.4 道路啓開活動

(7) 地下埋設物（水道施設・下水道施設）の対応

 道路啓開作業中に水道施設・下水道施設の異常を発見した際には、一元化窓口、道路管理者へ
連絡する。道路管理者はライフライン事業者（広域水道企業団・各市町村）への連絡を行う。

啓
開
実
施
者

・
一
元
化
窓
口

・
道
路
管
理
者

水
道
管
理
者
・
下
水
道
管
理
者

②対応依頼

③対応方針連絡

①場所・状況等
連絡

地下埋設物の対応

①道路啓開作業中に、水道や下水に異常が発生し、路面に変状が見られる場合は、一元化窓口、道路管理者へ
連絡する。

②道路管理者へ連絡した場合は、その後の措置（いつ対応される等）について追って連絡する。

③各道路管理者は占用台帳等を確認し、占用物件の管理者へ対応依頼をする。

④水道、下水管理者が対応にあたるまでは、第三者への危険を防止するよう、バリケードで囲う等の措置を行う。

手 順

＜想定される異常＞
○水の漏水 ： 広域水道企業団・水道局、各市町村が現場措置。
○道路路面の陥没 ： 立ち入らないようにバリケード等で囲む。
○マンホールの突出 ： バリケード等で囲む、土のう等で段差解消。

出典：大阪府域道路啓開計画 P73 
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4.4 道路啓開活動

(8) 電柱及び電線、通信線の対応（1/3）

啓
開
実
施
者

・
一
元
化
窓
口

・
道
路
管
理
者

関
西
電
力
送
配
電
・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
な
ど

②対応依頼

③対応方針連絡

①場所・状況等
連絡

電柱及び電線、通信線の対応

 緊急交通路状に電柱の倒壊や折損、傾斜により啓開出来ない区間がある場合は、一元化窓口、
各道路管理者へ連絡する。

①道路啓開作業中に、電柱倒壊、電線・通信線の垂れ下がり等
により啓開が困難となる場合は、一元化窓口、各道路管理者
に連絡して、異常箇所、状況を伝える。

＜電力線＞

電線が切れていても通電している場合があり、危険なため触
らず道路管理者へ連絡する。

関西電力送配電株式会社と災害時の復旧作業にかかる協定
（令和6年4月）に基づき、災害発生時に早期の道路交通確保
及び停電復旧に向けた相互協力による道路啓開作業を実施。

＜通信線＞

垂れ下がっていても通信線として機能している場合があるた
め、触らず道路管理者へ連絡する。

②各道路管理者は占用物件台帳等確認し、関西電力送配電、Ｎ
ＴＴの113番などへ連絡する。

③各道路管理者は関西電力送配電、ＮＴＴなどからの対応方針
を各啓開業者へ連絡する。

手 順

出典：大阪府域道路啓開計画 P74に加筆
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4.4 道路啓開活動

＜参考＞既往災害時の被災状況・対応等（電力）

能登半島地震時の電力設備等の被害状況・対応

出典：電気事業連合会 送配電網協議会「令和6年能登半島地震に伴う復旧に向けた電力各社による応援派遣の状況について」

（2024年1月30日）

(8) 電柱及び電線、通信線の対応（2/3）

出典：大阪府域道路啓開計画 P75 



67

4.4 道路啓開活動

＜参考＞既往災害時の被災状況・対応等（通信）

既往災害における通信設備等の被害状況・対応

出典：日本電信電話株式会社ホームページ「復旧活動」（令和6年11月11日閲覧）

URL：https://group.ntt/jp/disaster/report/activity.html

(8) 電柱及び電線、通信線の対応（3/3）

出典：大阪府域道路啓開計画 P76 
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4.4 道路啓開活動

(9) 踏切遮断時の対応

 踏切道改良促進法の一部改正に伴い、踏切道において長時間の遮断が発生し、救急救命活動等
に大きな支障が生じる事態を防止するため、災害時に踏切道を開放するまでの手順、関係機関へ
の連絡体制等をあらかじめ策定する。

 踏切遮断が発生した際は、策定した連絡体制に基づき、優先開放に向けた措置を実施する。
 なお、早期の踏切開放が困難な場合は、踏切横断を必要としない迂回ルートを設定する。

(10) 長期浸水箇所の対応
 津波浸水想定区域における具体的な道路啓開の手順は、地震発生後、津波警報が発表されて無

ければ、啓開ルートの全区域調査を実施し、被害があれば啓開を行うが、津波警報が発表された場
合は、浸水想定区域を除く区域の調査、啓開を行う。

 津波警報解除後、実際に浸水しなかった区域は調査・啓開を行い、浸水区域は、迂回が出来る路
線の調査・啓開を行う。迂回できる路線もない場合は道路管理者の指示に従う。浸水している区域
における道路啓開については、基本的に道路管理者の指示によるものとする。

出典：大阪府域道路啓開計画 P77 P86 
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4.5 人員・資機材等の確保

4.5.1 人員・資機材の確保

必要資機材（パーティー構成例）

 道路啓開に必要となる資機材については各協議会・ワーキンググループにおいて、道路管理者や
災害協定業者等が保有する資機材（規格含む）について事前に把握する必要がある。

 大規模災害の発生直後においては、資機材の十分な調達や供給が難しくなるため、災害協定業者
自らが近隣現場、リース会社、協力会社等からの調達も考慮する。

 それでもなお不足する場合、近畿地方整備局・府県政令市・高速道路会社・一般社団法人日本建
設業連合会関西支部が締結する包括協定※により、資機材の調達を行うものとする。

※ 災害時における災害応急対策業務及び建設資材調達に関する包括的協定書（平成29年2月20日）

出典：大阪府域道路啓開計画 P80
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4.5 人員・資機材等の確保

4.5.2 車両移動・レッカー協会との連携

近畿地方整備局とレッカー関連団体との協定締結状況

 車両移動に関する実効性を向上させるため、近畿地方整備局や国道事務所において、レッカー関
連団体との災害協定を締結している。また、各府県等においても、レッカー関連団体との協定を締
結している。

■⽇本⾃動⾞連盟（JAF）との協定

近畿地⽅整備局

滋賀国道事務所

京都国道事務所
福知⼭河川国道事務所

⼤阪国道事務所

兵庫国道事務所

姫路河川国道事務所

豊岡河川国道事務所

奈良国道事務所

紀南河川国道事務所
和歌⼭河川国道事務所

福井⽀部 中部本部

滋賀⽀部

京都⽀部

⼤阪⽀部

和歌⼭⽀部

関⻄本部
兵庫⽀部

奈良⽀部

福井河川国道事務所

JAF（⼀般社団法⼈⽇本⾃動⾞連盟）
カバーエリア：近畿全域 対応：災害対策法76条の6に基づく⾞両移動
（締結：平成27年2⽉1⽇）

■全⽇本⾼速道路レッカー事業協同組合との協定
北海道⽀部

東北⽀部

関東⽀部

中部⽀部

北陸⽀部

関⻄⽀部

中国⽀部

四国⽀部

九州沖縄⽀部

本部

福井河川国道事務所

滋賀国道事務所

京都国道事務所
福知⼭河川国道事務所

⼤阪国道事務所

兵庫国道事務所

姫路河川国道事務所

豊岡河川国道事務所

奈良国道事務所

紀南河川国道事務所

和歌⼭河川国道事務所

JHR（全⽇本⾼速道路レッカー事業協同組合）
カバーエリア：近畿全域 対応：災害対策法76条の6に基づく⾞両移動
（締結：平成27年2⽉27⽇）



【雪害編】

71



５． 雪害における道路啓開について
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 中央防災会議による令和6年6月の防災基本
計画の修正により、国は関係機関と連携して、
道路の障害物除去（路面変状の補修、迂回
路の整備、火山噴出物の除去、除雪を含む）
に関する計画等を作成することとしている。本
計画雪害編では、各道路管理者等の雪寒期
対応（降積雪・融雪・凍結防止対応等）につい
て、構成機関間の共通認識を図ることを目的
に、各機関が個別に作成する既存計画の概
要等を整理する。

 したがって、本雪害編は、雪寒期の対応につ
いて、構成機関に対し新たな対応を求めるも
のでは無い。また、各機関の既存計画におけ
る対応等を妨げるものでは無い。

 雪寒期の対応に関する各機関の詳細・具体
的な対応については、従前どおり、それぞれ
の機関が定める個別の計画等に準拠するも
のとする。

5.1 雪害における道路啓開の考え方 ※近畿管内各府県共通

防災基本計画における道路啓開計画の位置づけ
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 雪害発生のおそれが想定される場合において、各府県域で作成するタイムラインに基づき迅速に
行動、調整、連絡等を行い、降積雪・路面凍結等に備えた体制構築・対応を実施する。

 対応時は、タイムラインを基本としつつ、実際の災害の状況に応じて臨機の対応を行うものとする。

5.2 雪害時における連絡体制（雪害時におけるタイムライン）

出典：滋賀県内 大雪対応のタイムライン(案)
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資料機関名No
最新の雪害対策計画 【雪害対策編】福井河川国道事務所1
最新の道路雪対策基本計画
福井県雪害予防対策実施計画

福井県2

除雪を実施する区間（管理区間）
NEXCO中日本
NEXCO西日本

NEXCO中日本
NEXCO西日本

3

各市町の道路除雪に関する計画市町4

資料機関名No
雪害対策計画書滋賀国道事務所1
道路除雪計画滋賀県2
各市町の道路除雪に関する計画各市町（13市6町）3

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（福井県域）

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（滋賀県域）

 各道路管理者は、関係機関（除雪業者等）と連携して、凍結・降積雪の状況に応じた効率的な啓開
作業（凍結防止、除雪作業等）を実施し、主要道路の交通を確保する。

 各道路管理者は、各自で策定する「災害対策本部運営計画（雪害対策編）」、「雪寒対応計画」等で
定める基準等に基づき対応を実施する。

5.3 啓開作業（除雪作業等） (1/3)
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5.3 啓開作業（除雪作業等） (2/3)

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（大阪府域）

資料機関名No

災害対策運用計画（雪害編）
京都国道事務所
福知山河川国道事務所

1

京都府地域防災計画 （R5.12）京都府2
除雪作業及び凍結防止剤散布作業実施要領京都市3
福知山市地域防災計画（R5.7）
令和6年度道路除雪計画

福知山市4

舞鶴市地域防災計画 (R4.3)舞鶴市5
宇治市地域防災計画 (R6.3)宇治市6
令和6年度宮津市道路除雪要領
令和5年度宮津市雪害予防計画実施要領
宮津市地域防災計画（R2.6）

宮津市7

令和6年度京丹後市除雪計画
京丹後市地域防災計画 (R6.3）

京丹後市8

令和6年度南丹市除雪計画南丹市9
和束町地域防災計画（H31.4）和束町10
令和5年度京丹波町冬季除雪計画京丹波町11
令和6年度道路除雪計画
伊根町地域防災計画(H29.3)

伊根町12

令和6年度与謝野町道路除雪計画与謝野町13

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（京都府域）

資料機関名No

災害対策部運営計画 【雪害対策編】大阪国道事務所1

雪寒対応要領 等大阪府2

雪氷対策実施マニュアル（大阪高速道路事務所等）西日本高速道路株式会社3

雪氷対策実施マニュアル阪神高速道路株式会社4

雪氷対策業務要領、
雪氷対策業務実施細目（箕面有料道路）

大阪府道路公社5
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5.3 啓開作業（除雪作業等） (3/3)

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（奈良県域）

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（兵庫県域）

資料機関名No

災害対策部運用計画（雪害編）兵庫国道事務所1

冬季における道路交通確保のための取扱い※１兵庫県2

異常気象時における雪寒対策（＋神戸市地域防災計画）神戸市3

※１：「冬季における道路交通確保のための取扱い」の該当エリアが、美方郡、養父市、朝来市、豊岡市、宍粟市のうち
波賀町及び千種町、一宮町、丹波市のうち青垣町である（阪神淡路地域では対象となる市町はないため参考記載）

資料機関名No

雪害対策部運営計画書奈良国道事務所1

道路の雪寒（雪氷）対策に関する計画奈良県2

各市町村の道路の雪寒（雪氷）対策に関する計画各市町村（12市15町12村）3

資料機関名No

令和６年度 雪害対策部運営計画和歌山河川国道事務所1

紀南河川国道事務所道路関係 雪害対策部運営計画紀南河川国道事務所2

大雪時の道路啓開（除雪）に関する計画等（和歌山県域）

※ 大雪時の道路啓開作業（除雪作業）を含む）



5.4 乗員保護の取組
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 平成30年2月の大雪や令和3年1月の大雪では、国、都道府県、市町村、高速道路会社が管理する
道路において、積雪に伴う大規模な立ち往生が発生（数百台規模の立ち往生の発生等）した。

 自動車の開放に長時間を要すると見込まれる場合（開放に24時間以上を要すると見込まれる場合
等）に、自動車の乗員保護の取組として、道路管理者、都道府県（防災部局等）と連携した支援が
実施されている。

 大規模なスタック等を伴う大雪が発生した場合に備え、必要な対応や役割分担を明確にし、平時か
ら乗員保護に向けた取り組みを進めるための連携強化に務める必要がある。

 乗員保護における道路管理者の主な役割は、関係機関と連携し、車両の滞留状況等に関する情
報を把握・共有、物資の確保を実施することである。

 また、近畿地方整備局における乗員保護対応として、乗員保護班が派遣され、乗員の健康状態の
把握や食料等を提供予定である。

近畿地方整備局管内における乗員保護の取組



【火山編】
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６．火山災害における道路啓開について
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6.1 火山災害における道路啓開の考え方

 中央防災会議による令和6年6月の防災基本計画の修正により、国は関係機関と連携して、道路の
障害物除去（路面変状の補修、迂回路の整備、火山噴出物の除去、除雪を含む）に関する計画等
を作成することとしている（再掲）。

 一方、近畿地方（福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）では内閣府が定
める「火山災害警戒地域」に位置付けられていないことから、火山災害については、本計画での検
討対象外とする。

火山災害警戒地域

※近畿管内各府県共通



７．今後の取組み
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災害時に的確な情報共有や啓開活動を実施するため、PDCAサイクルの一環として、関係機関と連携した

訓練を実施する。訓練で得られた課題や道路啓開に関連する計画・ガイドラインを踏まえて、適宜計画を改
訂し、公表する。

①訓練実施・計画の見直し

②周知・広報実施

③技術力向上

道路啓開の関係機関内での啓発、担当者異動時の確実な引き継ぎ等を実施するとともに、多様な媒体を
活用して地域住民に向けた道路啓開に関する周知・広報を実施する。

情報収集・情報共有の円滑性向上に向けて、訓練で得られた課題に対応したシステムの改良、および最新
技術（段差処理技術・車両撤去技術・除雪技術 等）の活用や習熟を継続的に実施する。

７．今後の取り組み

 計画の実効性をさらに担保していくために、今後とも各協議会・ワーキンググループを活用し、連携・
協力体制を構築するとともに、以下の事項について継続的に取り組む。

PDCA
サイクル

道路啓開計画の
策定

啓開作業訓練
地震・津波発⽣

協議会の開催
課題の整理分析

解決策の検討
計画改訂

ACT
改善 CHECK

評価

DO
実⾏

PLAN
計画

道路啓開におけるPDCAサイクル 道路啓開の情報伝達訓練の様子
（令和７年２月２７日開催（大阪府域））

道路啓開の実働訓練の様子
（平成31年2月6日開催（大阪府域））
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８．啓開ルート図
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8.1 福井県域(1/8)

福井県域 啓開ルート図（全体）
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8.1 福井県域(2/8)

福井県域 啓開ルート図（福井土木事務所管内）



87

8.1 福井県域(3/8)

福井県域 啓開ルート図（三国土木事務所管内）
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8.1 福井県域(4/8)

福井県域 啓開ルート図（奥越土木事務所管内（1/2））
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8.1 福井県域(5/8)

福井県域 啓開ルート図（奥越土木事務所管内（2/2） ）
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8.1 福井県域(6/8)

福井県域 啓開ルート図（丹南土木事務所管内）
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8.1 福井県域(7/8)

福井県域 啓開ルート図（敦賀土木事務所管内）



8.1 福井県域(8/8)

福井県域 啓開ルート図（小浜土木事務所管内） 92



8.2 滋賀県域(1/6)

滋賀県域 啓開ルート図（全域） 93
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8.2 滋賀県域(2/6)

滋賀県域 啓開ルート図（1/5） 94
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8.2 滋賀県域(3/6)

滋賀県域 啓開ルート図（2/5） 95
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8.2 滋賀県域(4/6)

滋賀県域 啓開ルート図（3/5）

凡
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8.2 滋賀県域(5/6)

滋賀県域 啓開ルート図（4/5）
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8.2 滋賀県域(6/6)

滋賀県域 啓開ルート図（5/5）

凡例
（主要拠点）

：広域防災拠点
：災害対策拠点
：輸送活動拠点
：ライフライン拠点
：物資拠点
：救命活動拠点
：救助活動拠点
：その他拠点

（啓開ルート）
：基幹ルート
：進出ルート
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8.3 京都府域(1/7)

京都府域 啓開ルート図（全域）

丹後地域

中丹地域

南丹地域

京都市・山城地域

京都市拡大
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8.3 京都府域(2/7)

京都府域 啓開ルート図（丹後地域）
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8.3 京都府域(3/7)

京都府域 啓開ルート図（中丹地域）
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8.3 京都府域(4/7)

京都府域 啓開ルート図（南丹地域）
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8.3 京都府域(5/7)

京都府域 啓開ルート図（京都市・山城地域）
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8.3 京都府域(6/7)

京都府域 啓開ルート図（京都市拡大）
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8.3 京都府域(7/7)

京都府域 啓開ルート図（京都駅周辺）
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8.4 大阪府域(1/4)

大阪府域 啓開ルート図（大阪府北部）
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8.4 大阪府域(2/4)

大阪府域 啓開ルート図（大阪府中部）
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8.4 大阪府域(3/4)

大阪府域 啓開ルート図（大阪府南部）
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8.4 大阪府域(4/4)

大阪府域 啓開ルート図（大阪府中心部）



8.5 兵庫県域(1/10)

兵庫県域 啓開ルート図（1）

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道西淡三原IC

淡路島南PA（下り線）

西淡グラウンド

南あわじ市B&G海洋センターグラウンド

南あわじ市文化体育館多目的広場

南あわじ市阿万スポーツセンターグラウンド

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道淡路島南IC

鳴門岬駐車場「うずまちテラス」

110
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8.5 兵庫県域(2/10)

兵庫県域 啓開ルート図（2）

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート
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8.5 兵庫県域(3/10)

兵庫県域 啓開ルート図（3）

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

【起点IC】名神高速道路尼崎IC

ENEOS尼崎油槽所阪神南広域防災拠点

尼崎総合医療センター
尼崎西宮芦屋港（東海岸町沖地区、
甲子園浜地区）

県立西宮病院兵庫医科大学病院

北部防災センター、高田公園、立花中学校橘公園

上坂部西公園、上坂部小学校小田南公園

尼崎の森中央緑地尼崎市記念公園

津門中央公園西宮中央運動公園

関西労災病院芦屋市総合公園

西宮維持出張所南芦屋浜病院

尼崎市役所西宮土木事務所

尼崎市消防署西宮市役所

尼崎北警察署尼崎港湾管理事務所

尼崎南警察署尼崎東警察署

西宮警察署甲子園警察署

津門川左岸止水対策箇所西宮市消防局

蓬川左岸１止水対策箇所庄下川左岸止水対策箇所

蓬川左岸３止水対策箇所蓬川左岸２止水対策箇所

蓬川右岸排水ポンプ車設置箇所
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8.5 兵庫県域(4/10)

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

【起点IC】阪神高速3号線神戸線生田川出口・
３２号新神戸トンネル国道2号出口

神戸東部新都心
神戸港（東部工区地区、六甲アイランド
地区、摩耶ふ頭地区、新港東ふ頭地区）

兵庫県災害医療センター神戸赤十字病院

宮川小学校王子公園

浜風小学校朝日ヶ丘小学校

潮見小学校山手小学校

岩園小学校山手中学校

打出浜小学校精道小学校

芦屋セントマリア病院市立芦屋病院

神戸維持出張所甲南医療センター

芦屋市消防本部芦屋市役所

芦屋警察署海上自衛隊阪神基地隊

東灘消防署東灘警察署

灘消防署灘警察署

中央消防署葺合警察署

生田警察署

兵庫県域 啓開ルート図（4）



8.5 兵庫県域(5/10)

兵庫県域 啓開ルート図（5）

【起点IC】阪神高速31号神戸山手線神戸長田IC

川崎病院神戸大学医学部付属病院

兵庫警察署西市民病院

長田警察署兵庫消防署

長田消防署

【起点IC】阪神高速3号線神戸線湊川IC

御崎公園神戸港（兵庫ふ頭地区）

須磨消防署須磨警察署

【起点IC】阪神高速3号線神戸線若宮IC

出光興産神戸事業所ENEOS神戸油槽所

神戸港（須磨地区）

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

【起点IC】阪神高速3号線神戸線生田川出口・
３２号新神戸トンネル国道2号出口

神戸港（摩耶ふ頭地区、新港東ふ頭地区）神戸空港

神戸市立医療センター中央市民病院神戸東部新都心

兵庫県災害医療センター神戸赤十字病院

兵庫県庁兵庫国道事務所

神戸市消防局神戸市役所

阪神高速道路株式会社神戸管理保全部兵庫県警察本部

水上消防署神戸市消防局

神戸水上警察署
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阪神高速7号北神戸線
藍那IC

阪神高速３１号神戸
山手線白川南IC

第二神明道路名谷IC第二神明道路高丸IC

8.5 兵庫県域(6/10)

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

【起点IC】阪神高速7号北神戸線藍那IC

しあわせの村

【起点IC】阪神高速３１号神戸山手線白川南IC

総合運動公園

【起点IC】第二神明道路高丸IC

神戸掖済会病院

垂水警察署

垂水消防署

【起点IC】第二神明道路名谷IC

明石維持出張所

兵庫県域 啓開ルート図（6） 115



神戸淡路鳴門自動車道
北淡IC

神戸淡路鳴門自動車道
東浦IC

8.5 兵庫県域(7/10)

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道淡路IC

淡路SA（下り線）

県立淡路島公園

国営明石海峡公園（淡路地区）

淡路島夢舞台国際会議場ヘリポート

国営明石海峡公園海岸部臨時駐車場２、３

淡路警察署

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道東浦IC

農村広場多目的グラウンド

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道北淡IC

県立淡路高等学校グラウンド

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

神戸淡路鳴門自動車道
淡路IC

116兵庫県域 啓開ルート図（7）



神戸淡路鳴門自動車道
津名一宮IC

神戸淡路鳴門自動車道
淡路島中央SIC

8.5 兵庫県域(8/10)

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道津名一宮IC

津名港

淡路市役所

五色県民健康村グラウンド

県立淡路佐野運動公園

県立淡路文化会館グラウンド

県立津名高等学校グラウンド

多賀海浜公園

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道淡路島中央SIC

洲本市定住・交流促進センター

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

117兵庫県域 啓開ルート図（8）



8.5 兵庫県域(9/10)

神戸淡路鳴門自動車道
洲本IC

神戸淡路鳴門自動車道
西淡三原IC

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道洲本IC

淡路広域防災拠点

県立淡路医療センター

洲本市防災公園

洲本維持出張所

洲本土木事務所

洲本市役所

南あわじ市役所

淡路広域消防事務組合消防本部

洲本市市民交流センター野球場

城戸アグリ公園

三原健康広場グラウンド

淡路ファームパークイングランドの丘第3駐車場

洲本警察署

南あわじ警察署

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道西淡三原IC

アスパ五色

南あわじ市B&G海洋センターグラウンド

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

118兵庫県域 啓開ルート図（9）
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8.5 兵庫県域(10/10)

神戸淡路鳴門自動車道
西淡三原IC

神戸淡路鳴門自動車道
淡路島南IC

兵庫県域 啓開ルート図（10）

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道西淡三原IC

淡路島南PA（下り線）

西淡グラウンド

南あわじ市B&G海洋センターグラウンド

南あわじ市文化体育館多目的広場

南あわじ市阿万スポーツセンターグラウンド

凡例

② 広域防災拠点

③ 災害拠点病院

① 防災拠点

⑧ ヘリポート

④ 地域防災拠点

⑦ 救助活動拠点

⑤ 災害対応病院

⑥ 災害対策拠点

津波浸水想定区域

うちゼロメートル地帯

主要拠点への進出ルート

沿岸部への進出ルート

沿岸部ルート

基幹ルート

起点ＩＣ

【起点IC】神戸淡路鳴門自動車道淡路島南IC

鳴門岬駐車場「うずまちテラス」
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8.6 奈良県域(1/7)

凡例（主要拠点施設）
：災害管理対策拠点
：ライフライン拠点
：救助活動拠点
：輸送拠点
：広域防災拠点
：インターチェンジ

：基幹ルート
：主要拠点までの進出ルート
：緊急輸送道路

奈良県域 啓開ルート図（全体）
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8.6 奈良県域(2/7)

郡山・奈良

宇陀
高田・中和

五條

吉野

凡例（主要拠点施設）
：災害管理対策拠点
：ライフライン拠点
：救助活動拠点
：輸送拠点
：広域防災拠点
：インターチェンジ

奈良県域 啓開ルート図（図郭図）



122奈良県域 啓開ルート図（事郡山土木事務所・奈良土木務所）

8.6 奈良県域(3/7)
業団体・企業数路線数/延⻑啓開対象路線管理区分

郡⼭建設業協会
企業数：35社

3路線/21.5km
国道24号
国道25号
国道163号

国管理道路

19路線/34.6km

国道168号
県道1号
県道5号
県道7号
県道8号
県道9号
県道104号
県道108号
県道109号
県道142号
県道189号
県道193号
県道194号
県道142号
県道236号
県道237号
県道249号
県道250号
県道754号

県管理道路

18路線/11.5km市道等その他管理道路

業団体・企業数路線数/延⻑啓開対象路線管理区分

奈良建設業会
企業数：48社

2路線/15.7km国道24号
国道25号国管理道路

17路線/72.7km

国道25号
国道169号
国道308号
国道369号
県道1号
県道4号
県道7号
県道44号
県道51号
県道52号
県道80号
県道82号
県道104号
県道109号
県道122号
県道753号
県道754号

県管理道路

30路線/30.8km市道等その他管理道路



123

8.6 奈良県域(4/7)

奈良県域 啓開ルート図（高田土木事務所・中和土木事務所）

業団体・企業数路線数/延⻑啓開対象路線管理区分

奈良県中南和建設
業協会
企業数：135社

3路線/24.8km
国道24号
国道25号
国道165号

国管理道路

19路線/39.9km

国道166号
国道168号
国道309号
県道5号
県道14号
県道30号
県道36号
県道50号
県道54号
県道105号
県道112号
県道116号
県道118号
県道132号
県道156号
県道162号
県道253号
県道254号
県道278号

県管理道路

14路線/17.8km市道等その他管理道路

業団体・企業数路線数/延⻑啓開対象路線管理区分

奈良県中和建設業
協会
企業数：106社

2路線/14.9km国道24号
国道165号国管理道路

16路線/53.8km

国道165号
国道169号
県道15号
県道35号
県道36号
県道37号
県道50号
県道105号
県道108号
県道118号
県道124号
県道125号
県道154号
県道155号
県道161号
県道197号

県管理道路

15路線/21.6km市道等その他管理道路
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8.6 奈良県域(5/7)

奈良県域 啓開ルート図（宇陀土木事務所）

業団体・企業数路線数/延⻑啓開対象路線管理区分

奈良県宇陀建設業
協会
企業数：54社

なしなし国管理道路

13路線/73.5km

国道165号
国道166号
国道369号
国道370号
県道16号
県道28号
県道31号
県道81号
県道135号
県道164号
県道218号
県道220号
県道784号

県管理道路

12路線/15.7km市道等その他管理道路
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8.6 奈良県域(6/7)
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⻑
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象

路
線

管
理

区
分

奈
良
県
⼗
津
川
村
建

設
業
協
会

企
業
数
：
38社

な
し

な
し

国
管

理
道

路

2路
線
/50.1km

国
道

168
号

国
道

425
号

県
管

理
道

路

2路
線
/2.6km

市
道

等
そ
の

他
管

理
道

路

業
団
体
・
企
業
数

路
線
数
/延

⻑
啓

開
対
象

路
線

管
理

区
分

奈
良
県
五
條
建
設
業

協
会

企
業
数
：
61社
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号
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業
団
体
・
企
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線
数
/延

⻑
啓

開
対
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路

線
管

理
区
分

吉
野
建
設
業
協
会

企
業
数
：
89社
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理
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8.7 和歌山県域

和歌山県域 啓開ルート図
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